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英国、6月8日に総選挙実施の意向を表明

お伝えしたいポイント

• 総選挙の実施で｢ブレグジット｣への信認を固める

• 総選挙で英ポンドには買い戻しが続く可能性

• 英国側の準備は進むものの、独仏の選挙を控えＥＵ離脱交渉は難航が予想される

4月19日(現地、以下同様)、英議会下院は2020年に

予定していた総選挙を6月8日に前倒しで実施すること

を可決しました。ＥＵ(欧州連合)離脱交渉を優位に進め

るため、ＥＵからの強行離脱を支持するメイ首相が政権

基盤を強化して対ＥＵの交渉力を高めるのが狙いです。

現状、英議会下院においては総数650議席のうち、メ

イ首相率いる保守党は330議席と過半数をわずかに上

回る勢力にとどまっています。しかしながら、世論調査

において保守党が最大野党である労働党をリードして

いることや英国景気が国民投票でＥＵ離脱が選択され

た後も底堅さを維持していることから、保守党が議席数

を伸ばす見通しです。この場合、現政権が国民の信認

を獲得できたと主張できる結果となる公算が大きいと考

えています。

＜総選挙の実施で｢ブレグジット｣への信認を固める＞

2017年4月20日

英議会下院における各政党の議席数（現在）

ＩＭＦ（国際通貨基金）の実質ＧＤＰ成長率（前年比）

保守党
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37スコットランド

民族党

その他（自由民主

党など少数政党）

（出所）www.parliament.uk

（％）
2016年 2017年(⾒通し)

⽶国 1.6 2.3
ユーロ圏 1.7 1.7

⽇本 1.0 1.2
英国 1.8 2.0

(出所)IMF｢World Economic Outlook, April 2017」



※1ページ目の「当資料のお取り扱いにおけるご注意」をよくお読みください。
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以上

これまでの為替の推移に注目すると、英国のＥＵ離脱

が争点の1つとなり始めた2015年半ば以降の英ポンドの

下げは、ＥＲＭ（欧州為替相場メカニズム）への加入時

や、リーマンショックの際に起こった英ポンド危機に匹敵

するほどの下落幅でした。しかしながら、足元の推移を

見ると、今回の総選挙実施の決定を受けて英ポンドは

買い戻しの動きが強まっています。

総選挙で保守党が議席数を伸ばした場合、今後のＥ

Ｕとの交渉プロセスにおいて英国内で意見調整に難航

するリスクが低下する可能性が考えられます。その結果、

英ポンドは買い戻しの流れが継続すると想定されます。

＜総選挙で英ポンドには買い戻しが続く可能性＞

英ポンドの推移
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（出所）ブルームバーグ

総選挙を受けてメイ首相が政権基盤を強化したとして

も、それによってＥＵ側の英国に対する姿勢に変化があ

るとは考えづらいです。また、今後ＥＵ内においてもフラ

ンスやドイツなどが総選挙を控えていることからも、ＥＵ

離脱交渉が難航することは避けられないと考えていま

す。

また、英国の経済は、これまで好調を保ってきたもの

の、インフレの上昇が徐々に消費を減速させつつありま

す。それに対し、イングランド銀行からは景気回復を優

先して金融緩和を継続する姿勢が伺えます。一方、英

国政府は財政政策の発動タイミングを慎重に見計らっ

ていると見られます。言葉を変えれば、EUとの離脱交

渉進展に伴って経済への実害が意識される局面に備

えて、金融・財政の対応策を温存していると我々は考え

ています。

＜英国側の準備は進むものの、独仏の選挙を控えＥＵ離脱交渉は難航が予想される＞

《ご参考》当社の関連リサーチ

【ファンドマネージャーの運用ノート】英国のEU離脱通告を踏まえ、保護主義に対応する投資戦略を考察 （2017年3月
30日）

http://www.daiwa-am.co.jp/market/html_ml/ML20170330_2.html

欧州の主な選挙⽇程（予定）

2017年
4⽉23⽇ フランス⼤統領選挙（第１回⽬）
5⽉7⽇ フランス⼤統領選挙（第２回⽬）
6⽉ フランス国⺠議会選挙
10⽉まで ドイツ連邦議会選挙

2018年 
5⽉ まで イタリア総選挙


